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高校生と一緒に考える未来のまちづくり
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著書・論文等

○

取組の内容

なし

高校生と一緒に考える未来のまちづくり

　2020年度に玉野市内で民設民営の中間支援組織を設立、2024年度から特定非営利活動法人として業務を
行っています。
　2020年度に市内4高校に在籍する1,000名の生徒に「玉野市に住み続けたいか」と問うアンケートを実施したとこ
ろ、「住み続けたくない」と答えた回答が7割を超えたことに危機感を抱き、「2030　私ならこんな町にしたい玉野」と題
して、地域住民と交流しながら高校生が考える未来のまちについて一緒に考える取り組みを行ってきました。
　具体的には、2021～2022年度にかけて高校生によるワークショップの開催等を通じて、高校生が考える地域の将
来ビジョンの取りまとめと、将来ビジョンを具体化する計画の立案を行いました。2023年度には、この計画の一つを実
践することとし、高校生が主体となって市内の高校生と地域住民が参加する運動会「地域交流祭～つながりよ永
遠に～」を開催しました。
　今後も高校生がまちづくりについて考える活動を続けていきたいと考えています。

1986年　川崎医療短期大学卒業
2019年　川崎医科大学附属病院退職
2006～9年　玉野市男女共同参画推進委員
2009年　　岡山県地域リーダー育成塾に参加
2015年～18年　玉野市PTA連合会会長
2015年～  玉野市協働のまちづくり推進委員
2016年～19年　岡山県PTA連合会副会長
2018年～　NPO法人子どもシェルターモモ理事
2020年～　玉野ＳＤＧｓみらいづくりセンター理事長
2024年～　特定非営利活動法人玉野ＳＤＧｓみらいづくりセンター理事長

高校生提案事業ワークショップの様子 地域交流祭の様子



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

2020年度、市内4高校生1000名に「玉野市に住み続けたいですか？」のアンケート実施。
2021~22年度　市内地縁・志縁団体にヒアリングを行う（44団体）
2021年度、高校生提言事業「2030　私ならこんな町にしたい玉野」実施（高校生延45名 地域の方33
名）
2022年度、同事業【計画編】（高校生延74名　地域8名）
2023年度、同事業【実践編】（高校生延140名　地域46名　関係者82名）
地域の課題を検討する交流会、勉強会の実施。（地域４0名）

　まずは、「玉野SDGｓみらいづくりセンター」は何をしてくれる団体なのかというところから、周知・広報の活
動に力を注ぎました。市内の各高校の先生とは、「業務を増やすのではないか」という意見を払拭するため
に、高校側からの要望に協力し、信頼をしていただくところから丁寧な関わりをしました。遠回りをしながらで
すが、近道だったと思います。

　若者や地域の方々と交流を深め、住み続けていきたい町はどんな町なのかについて、小さな声を拾い上
げながら、市民が「生きがい」を感じる町づくりを目指していきます。どうぞよろしくお願いいたします。



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

6次産業化 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

地域中核企業等の支援 その他

その他

その他 その他

地域交通 地球温暖化対策

集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

地区防災計画 インバウンド対応

BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 DMOとの連携

避難所運営 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 その他

滞在・活動の場づくり 起業・事業承継等支援

地域おこし協力隊の推進 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

結婚・出産・子育て支援 ○ 人材研修

地域と関係人口の協働 地域おこし協力隊の推進

その他 その他

その他 その他

働き方改革 ふるさと教育

子どもの貧困対策 ○ 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

官民連携（PPP・PFI） メディア活用策

自治体間連携 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） 地域ブランディング

住民参加 その他

その他

EBPMに基づく政策立案

メールアドレス 〔アットマーク〕

特定非営利活動法人玉野SDGｓみらいづ
くりセンター

https://npo-tamano-mirai.com
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